
 長期使用製品安全点検制度について

長期間の製品使用に伴い生ずる劣化(経年劣化)により安全上支障が生じ、

特に重大な危害を及ぼす恐れが高い９品目の特定保守製品が指定され

所有者、販売事業者、製造事業者等それぞれが適切に役割を果たして

経年劣化による製品事故を防止する制度です。

※消費生活用製品安全法の改正に伴い創設された制度です。

 長期使用製品安全点検制度における対象者とその義務と責務

特定製造事業者等

(１)経済産業局長への事業の届出

(２)設計標準使用期間及び点検期間の設定義務

(３)製品への表示義務

(４)製品への書面及び所有者票の添付義務

(５)製品所有者情報の管理義務

(６)点検等の保守サポート体制の整備義務

(７)点検通知義務及び点検実施義務

特定保守製品取引事業者(販売事業者・不動産販売事業者・建物建築請負

事業者等)

(１)所有者への引渡時の説明義務

(２)所有者情報の提供の協力責務

所有者(消費者・家屋賃貸人等)

(１)特定製造事業者等への所有者情報の提供の責務

(２)特定保守製品の点検等の保守の責務

関連事業者(不動産取引仲介等、修理・設置、ガス・電気・石油供給を行

う事業者)

(１)所有者情報の提供の責務

長期使用製品安全点検制度が平成２１年４月１日よりスタート

下記項目をクリック頂くと

該当ページに移動します。
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